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ご承知の通り、 昨年「パリ協定」が発効され、 現在はさまざまな議論の卜で、 そのル
ー ル作り が進んでおります。 そういう意味で今 年、 2017年は気候変動問題に対して国院

社会 がいかに関わっていくかという枠組みが、 大筋で決まると言っても過言ではないで

しょう。また、 こういった動きに対して、 政府及び産業界 がよ り積極的に関与していく

という機連も晶まっています。

パリ協定を甚点に地球規模の 課題に取り組んでいこうという世界の潮流は、 これまで

もレスポンシプル ・ ケアに積極的に取り組み、 さまざまな産業に おける環境優良製品・

サ ービスをサポー トして来た化学産業にとって、 絶好のビジネスチャンスと捉えるべき

でしょう。気候変動に対する議論が 進み、 世の中全体がサステナビリティに向かえば、

それを実現する技術の価値が揺まり、 競争力へと転換されるからです。

DSMは技術）」の裔い日本 企業の皆様と共にこの課題に収り組み、 オ ー プンインベ ーシ

ョンを通して、 有用なソリュ ーシコンの開発、 提供を一 陥拙進していきたいと考えてお

ります。

なぜ、 DSMがこのようにイノベ ーションにこだわるのか。それ は 、 我々 の中 に は次

のよ うな定義がある からで す。「R&Dは、 お金を知恵 に変える作業である， そし て、

イノベ ーシコンは、 知恵をビジネスに変える作業である」 と，） 気候変動問題の ような

長期的 課 題はビ ジネスという仕組み があってこそ、 兵に解決 するこ と ができるもの

と確信しています。

振り返ってみます と、 私がまだ学生だった1973年に第 一次オイルショックが起こって

います。当時の原油価格 は1バ ー レル当たり3ドル とい う状況でし たが、 湾岸6ヵ国

はこれを5ドルヘ引き上げると発表し、 世昇中が大混乱に陥りました。現在原油価格は1

バ ー レル50ドルです が、 それでも但の中は事もなく回っております。 これは、 およそ40

年という成月が流れる間に、 多くの科学技術、 技術革新が生まれ 、 エネルギ ー がより効

率的に使用されるようになったからに他なりません。 このように人類社会は科学技術の

進展によって、 強い意志さえ あれば確実に難局を乗り越える能力を持っているのです。

本フォ ー ラムには、 各業界企業、 官庁及び学術界、 それぞれの第一線でこのトピック

に 取り組んでおられる皆様、 ご登壇のスピ ー カ ー 及び来賓の的打団体、 約150名の方々に

お巣まりいただきました。改めまして感謝申し上げます。

今日は、 気候変動とサステナビリティにフォ ー カスし、 技術力とイノベ ーションを最

人限に 活かしながら地球の持続可能性の追求し、 これをいかにビジネスチャンスとして

捉えていくかを議論してまいります。 この場が気候変動に 関する議論活性化の一助とな

り、 とそして、 皆様と共に世界を変えるイノベ ーションを生み出 すきっかけになること

を強く祈念しております。
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It's too late to be pessimistic 
（今こそ行動に移すとき）

Dimitri de Vreeze 

Royal DSM経営会議ボードメンバー／欧州化学工業連盟理事

＇ビジネスがパリ協定の実効を大きく左右する

今、 地球上では食料の3分の1が靡棄され、 灌漑用水の3

分の1が損失するという状況が統いている。 このような 歩み

を進めていけば、 2050年に人類に 必要 な資源を賄うためには

地球が10{固必要に なるとも言われている。

その一方で、 地球は我々に とって 多くの好機、 oppor t unity

を提供してくれているのを ご{{-知だ ろう力＼例ぇば、 地上に

降 り 注ぐ太陽光の1.5問間分を 全てエネルギ ー として捕捉でき

れば、 人類が1年間に使用するエネル ギ ー を賄うことができ

るのである。 さらに 、 気候変動に関 連する巾・場は10年も すれ

ば第2の中国とも言える規模に成長する可能性を秘めている。

また、 パリ協定の命題である2℃H標、 co, 排出「実質ゼロJ

を2100年までに達成するため にも、 ビジネスの存在は欠かせ

ない。 この点に おいても、 昨今、 グロ ー バル企業の株主の多

くがこの問題を里咬視している ことは大きい。 さらに現在は

民間セクタ ー が積極的に カ ー ボンリスクについての梢報開示

を 求める流れもできている。

アメリカ の新政権の姿勢にイ渇安を感じている人も多いが、 産

業界には低炭索社会に向けたイニシアチブをサポー トする基調

が強い し 例えば、 2016年11月には新政権発足に 先駆けて、 アメ

リカでビジネスを 展開する投資家やFortune500社に 含まれる企

業がパリ協定の遵守と推進を求める公開書簡を政府に提出した。

DSMもその1つである，， これらの企業を全てまとめると従業員

数はおよそ180 万人、 44ヵ国で事業を展開し、 売上高が1 兆ドル

以上にのぼることを考えれば、 その影響力は計り知れないs

＇気候変動で生じる膨大なBusiness opportunity 

図1は国連が主導する「持続可能な開発目標(SDGs)」 だ

が、 ここには気候変動に関わる様々なBusnes s opportunityが包

IIR• 口國し
····llli國L

曰目国屈l国l 点

図1持続可能な閉発目標
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含されている。 ある報告に よれば持続可能な開発に関わって

発生するBusi nes s oppor t u ni tyは約12 兆ドルと推計されてい

る J さらに、 これに よって創出される雇用は2030年の労働人

口の10%以上に相当するおよそ3億8000万人、 このうち2億

2000ガ人の雇用が発生すると言われるアジアは、 まさにその

中心地になることが予想されている。 もち ろ ん、 この1 2兆ド

ルという市場は、 学術界 、 政府、 そしてビジネスの連携があっ

て初めて実現するものであり、 その構築が欠かせないだろう。

＇低炭素社会実現に向け 良きバ ー トナ ー、ンノプの構築を

そ んな中で、 DSMでは、 「栄養」、「気候変動と再牛可能エネ

ルギ ー 」、 そして、「持続可能な索材の提供Jという3つの持

続可能な成長領域にフォ ー カスしている。

"Bright Science. Brighte r Liv ing .1" (英知あふれるサイエ

ンスで、 よ り聘かな弊らしを）
”

という弊社のモットー は単な

るメッセ ー ジではない。 貝体的な取り組みに よって、 Brighter

Livi ngのソリュ ーションを世界に 提供することを目指すもので

ある。 既存のソリュ ーションよ りも優れた環境技術を提供す

るECO+、 労働条件や健康といった人の生活に寄与する製品を

提供するPeople+などに注力しているのもその一環である。

皮肉なこ とに弊社は石炭採掘を生業としてスタ ー トした

企業であ る C しかし、 創業以米、 常に将米を見据え 、 さま

ざまな変革を用ねながら飼料や食品 、 バイ オ索材等、 事業

を批大 してきた C DSMとは、 もとも とDutc h State Minesの

頭文字を取ったものだが、 現在は、 意義のあることをする＝

Do S omething M eaningfulの略であると認識している。 そし

て、 今後も気候変動という世界的な 大きな潮流の中で、 サス

テナビリティな社会の実現を念頸に憫きながら、 さらなる事

業 展開を図っていきたい。

かつて、 高度な文明を有していた ラパ・ ヌイ（イ ースタ ー

島）は、 限られた資源 （樹木等）を人々が消費し尽くして滅

亡の逍を歩 んだ c「過去の歴史よ り、 未来の夢のほうが好きだ」

と言うトー マス ・ ジェファ ー ソ ンの言薬があるが、 確実に 過

去から学べることはある。 ラパ・ ヌイの悲劇は現代人に向 け

た非常にパワフルなメッセ ージでもある。 本日、 我々が一堂

に会し たのは、 こうし た教訓や新たな知 見、 認識を共有し、

学び、 議論を重ねながら 、 確実に、 そして前向きに低炭素の

未来を実現するためのパー トナ ーシッ プを築くためだ。

悲観的になるにはもう遅すぎる。 今こそ、 共に行動に移す

べき時なのである。
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バリ協定とビジネスヘのインバクト

～ゼロエミッションに向けて動き出すビジネス～

＇より鮮明になった脱炭素化の方向性

パリ協定の一番の眼日は、 長期の目標とビジョン、すなわ

ち、今後、 国際社会が温暖化問題に対処し 、社会・経済の脱

炭素化を目指すという方向性が明確な形で定められた点にあ

るC 栢l協定で は世界の平均気温上昇 を「工業化前と比して

2℃を十分下回る水準に抑制し、1.5℃に抑制をするよう努力

する」と定めたほか、気温上昇抑制H標（以卜「2℃H標J)

の逹成のため、2 100年までに温室効果ガスの人為的な排出と

人為的な吸収を均衡させるように削減する、いわゆるco,をは

じめとする温室効果ガスの排出「実質ゼロ」「ゼロエミッショ
ン 」を目標に掲げた。 この長期の目標とビジョンは、各国の

温室効果ガス削減の指針である と共に、ビジネス、投資、そ

して、イノベーションの方向性を示すものである。 昨今注目

されている「座礁資産(stra nded a sset s)」という考え方もこ

うした長期目標に出来するものである。

＇将来排出できるco,排出量に上限があることが明確に

気候変動に関する政府間パネル(IPCC )の第5次評価報告書

では、co,の累積排出量と世界の平均気温の上昇がほぼ線形関
係にあるという知見が示された。 過去のco,の総排出量は推計

できるため、気温上昇を何℃までに抑制するかという目標を

設定すると、 今後排出が許容されるco,排出量の大まかな相場

が見えてくるe このことは現在行っているビジネスや投賢の

リスクや今後のありようにも示唆を与える。

図1は、 Oの中に示した各温度目標を50%、8 0%の確率で

達成すると想定した場合に今後 排出できると推計される炭素

の排吊量を表したものである。 外側の2 つの円は、外側から2

つめの円がすでに民間企業が投資している化石燃料資産を燃

やした ときに排出される炭素の 呈 、 一番外側の円は、ま だ投

． 

図1座礁責産(stranded assets) 

絲村ゆかり氏
名古屋大学大学院環境学研究科教授

資していないが投資の可能性が あると 考えられている化石燃
料を燃やした ときに排出される炭素の量を示す0 この 図が示

すように、すでに民間企業が投資している化石燃料資産を燃

やせば、 3℃の気温上昇の抑制すら達成できない。 2℃目標を

逹成しようとすれば、すでに民間企業が投資している化石燃

料資産のすべてを燃やすことはできず、「燃やせない」資産＝

「座礁資産」となり、投賓を回収できないリスクをはらむ。 こ

のように、長期H標の設定によって、化石燃料事業とその投

資がはらむリスクや、ビジネスや投資の今後の方向性がより

明確になる。 パリ協定の長期目標は、ビジネスや投資のリス
ク とチャンスを示すという意味でも非常に玉要である。

＇気候変動はリスクであり、 ビジネスチャンスでもある

現在、 パリ協定の長期目標、社会・経済の脱炭素化、 ゼロ

エミッションを目指す動き を先導しているのは、 国よりも、

むしろビジネスや自治体である。 都市、地方、そして企業が、

温室効果ガスの実質排出ゼロ、 強靱（レジリアント）でサス

テナブルな社会に向 けた連携• 連合を立ち上げている。 その
代表的な例として2 016年木の段階で500社を超える世界有数の

企業が参加する「WE MEAN BUSINESS」がある。 こうした

イ ニシアチブを軸に、科学的な知見に基づく (2℃目標と整合

的な）排出削減目標やカ ー ボンプライシングの実施、自社利

用電力の100%再生 可能エネルギ ー 化といった活動が加速して

いる。 このような動きは、気候変動に伴うビジネスヘのリス

クやチャンスに関する情報の閲示を投資家が企業に対して求

める動きが世界的 に、かつ急速に進んでいることも背景にし

ているC

ゼロエミッションをH指して、ビジネスも大輻削減に向け

て人きく動いていることもあり、世界的に省エネや再生 可能

エネルギ ー の転換が確実に進んでいる。 世界経済は3%以上

の成長を維持しながら、2 01 4年、15 年、16年 と世界のエネルギ

一起源のco排出呈は横ばい、微減となっている。

しかし、 国際機関やシンクタンクは、 パリ協定の長期H標

を達成するには、省エネと再生 可能 エネルギ ー ヘ の転換のさ

らなる推進 が不可欠としている。 これは見方を変えると 、 今

後、そのマ ー ケット が世界規模で拡大していくことを意味す

る。 ビジネスにとって気候変動はリスクであると同時に、大

きな社会の転換に伴う市場と投資の場が生ま れるチャンスで

もある。 これをどう活かすか、 ぜひとも積極的に議論してい

ただきたしヽ。
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脱炭素社会に向けた市場の役割

＇気候変動と経済的課題の同時解決の実現を

「気候変動に関する政府間パネル( IP CC)」によれば、気温

上昇を66%以上の確率で2℃に抑えるには世界のco,の累積排
出量を約3兆トンに抑える必要があるとされているが、我々

人類はすでに約2兆トンを排出しており、 残された累栢耕出

量は約1兆トンしかない。

201 4年 における世界の年間co, 排出量は322億トンで、この
ペ ー スで排出を続ければ、約30年で 1兆トンに逹してしまう。

そんな中で大幅なco,削減を実現しつつ、同時に経済成長を図

るためには、累積排出量をより小さくしながら計画的 に脱炭

索社会を目指すことが必嬰だ（図1)。 今はまさに気候変動問
題と 経済的課題の同時解決の実現を考なければならない時代

に入っているのである。

12 

10 

累積排出量を
より小さくしながら

脱炭素社会を目指す

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 

（出所）「2015年度の温室効果ガス排出量（速報値）」及び「地球温暖化対策計画」か引乍成

図1脱炭素社会に向けて

＇気候変動対策は “約束された市湯’ である

これまでの経済成長は、それに応じたco,排出が、ある意味

で人前提となっていた。 しかし、排出可能なcoが 1兆トンと
いう中で持続的な経済成長を実現していくためには、より少

ないco,排出量、つまり、より少ない炭素投入量で付加価値を

生み出すという、炭素投入量当たりの付加価値＝ 「炭素生 産

性J の向上が欠かせない。 そのためには、 再生 可能 エネルギ
ー 導人や省エネ推進 といっ た炭索投人量削減への取り組み、

さらに財・サ ービスの高付加価 値化によって、 量ではなく質

で稼ぐ構造を追求することも重要となる。

当然、 企業や個人がある程度の見洒し を持って積極的に投

賓や消費ができる新たな市場の 創出が必要だろう。 そう言う

意味では、 パリ協定の発 効 を前後して動き 出した脱炭索化に

向けた 世界的な潮流は揺るぎないものとなっている中で、今

後継続的な投資が必要とされる気候変動対策は伸びしろの大

正田寛氏
環境省大臣官房審議官

きい、 約束された市場と言っていい。

実際、!EAでは 2℃H標のシナリオに従って電力部門で脱炭

素化を図るには、2016年から2050年までに約9兆ドル、さらに

建物、産業、 迎輸の 3部門の省エネを達成するには、同じく

3兆ドルの追加投資が必要にな ると試算している。 さらに気
候変動対策への取り組みは革新 的な削減技術の発展など、長

期にわたりイノベ ーションを誘発して祈たな財・ サ ー ビスに

対する謡要創出効果が期待できるのである。

＇導入が急速に進むカ ー ポンプ ― イ ‘
フ ンノク

そのポイントの一つとして、co排出量に応じて課税する炭

素税や排出量取引などのカ ー ボ ンプライシングがある。 世界

銀行 によれば 、すでに柑界40 ヵ国、 24の地方政府が何らかの

形で、 このカ ー ボンプライシングを導人、あるいは検討して

いるという e この状況から、カ ー ボンプライシングは長期的

なco排出の大幅削減の費用効率的なf法として、すでに国際

的に認識されていることが伺える。

このほか、最近は自社の気候変動リスク と機会を管理するアプ

ロー チとして、炭索に自主的な価格付けを行う社内カ ー ボンプラ

イシングを実施する企業も多い。CDP( CarbonDisclosure Project) 

などが連携して行った調査では、社内カ ー ボンプライシングを

すでに導入、または2 年以内に導入予定と回谷した企業が世界
全体で1 ,249社、201 5年比で 23%増加という状況となっている，9

＇世界のル ールの変化に合わせた経済のあり方を模索

脱炭素化は大きなビジネスチャンスである ，， 世界の企業は

そこに向けて動き始め、すでに市場の争奪戦が始まっている。

我が国としては市場の力を最大限に活用し、 その中で正しい

投資判断を行いながら経済を回していく必要があるu カ ー ボ

ンプライシングはそのための有効なツ ー ルなのである。

例えば、カ ー ボンプライシングによってco,排出にコストが

かかれば、 低炭素製品・サ ービスの価格が相対的 に下がり、

それに対する需要の喚起が兄込ま れる。 また、供給側におい

ても、 こうした需要の変化を見据えた低炭素技術の開発やco,
排出の少 ない資産への投資が進み、 結果的 にイノベーション

が促進されること にもなるのである。

カ ー ボンプライシングをはじめ気候変動対策を巡っては様々

なヽ,:場からの意見があるが、パリ協定によって世界の主要な）レ
ー ルが明らかに変わっている以上、 R本企業もこれを敏惑に取

り入れ、 新しい 経済のあり方を模索していく必要がある。 環椀

省としても、こうした動きをしっかりとサポー トしていきたい。
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バ リ 協定を受けた気候変動対策
～ ビジネスヘの期待～

＇ 現状維持 で は 2 ℃ 目 標達成 は 困 難

パ リ 協 定 の 発効 を 受 け 、 各 国 で 2 ℃ 目 標の 達成 に 向 け た 長
期 的 な 戦略 の 策 定 が 進 め ら れて い る 。 我 が 国 の 「地球温暖化
対策計画」 に お い て も 、 そ の 長期 的 H 標 と し て 、 205 0 年 ま で
に 80% の温室効果 ガ ス の 排 出 削減 を 目 指す と し て い る つ

現在、 我 が 国 の 温室効果 ガ ス の 8 7 . 2% が エ ネ ル ギ ー起源の
co, で あ る こ と か ら 、 地球温暖化対策の 大半 は エ ネ ル ギ ー政策
と な る ， ま た 、 エ ネ ル ギ ー 起源のco,の う ち 、 お よ そ 40% が電
カ セ ク タ ー か ら 排出 さ れ て い る た め、 ま ず、 こ の 部 分の ゼ ロ エ

ミ ッ シ ョ ン を 目 指す こ と に な る 。 し か し、 2 0 1 3年度 の温室効
果 ガ ス の 排 出 量 1 4 . 1 億 ト ン を 柱 に 80% 削減 を考 え る と 、 日 椋
値は2 .8億 ト ン 、 1 99 0 年比な ら2 .5億 ト ン と な る 。 2 01 3 年度の 産
業部門 のco排 出 量だ け で も3 .6億 l、 ン であ る こ と を 考 え る と相
当 な 圧縮が 必 要 だ。 し か も 、 産業部 門で は 、 例 え ば、 鉄鋼業の
製鉄 プ ロ セ ス や石油の精製 プ ロ セ ス等 、 ど う し て も co 発牛 が
避 け ら れ な い 部分 も あ る 。

こ う し た 厳 し い状況の 中 で2 ℃ H 標 を 達成 し よ う と す れ ば、
現状の技術 レ ベ ル で は 、 原子力 発電所の 大輻 な 増設や 火 力 発
電 に お け る ccs導入 な ど も 視野 に 人 れ る こ と も 必要 に な っ て
く る 。 し か し 、 そ の場合 は別の意味で環境や安 全 に 対す る 大
き な 負荷 と な る 可能性 が高 い 。 や は り 、 そ れ以外の革新的技
術の 開発 ・ 導入が 必瑕 と な る だ ろ う 。

＇ カ ー ボ ン プ ラ イ シ ン グ が抱 え る 課 題

温暖化対策 に は様々 な手段が存 在す る が、 そ の 一つ と し て
カ ー ボ ン プ ラ イ シ ン グ が言及 さ れ る こ と が あ る 。 政府 が講 じ
る カ ー ボ ン プ ラ イ シ ン グ と し て は 「炭素税」 と 「排 出量取引 」
が 挙 げ ら れ る 。

炭素税 は我 が 国 で言 え ば地球温暖化対領税 （ 以 下 、 温対税）
が該 当 し 、 289 1-Y /t- CO, の 税率 と な っ て い る 。 そ の 一 方 で 、
化 石燃料の炭索価格 を 分析す る 場合 に は、 そ の他 に も エ ネ ）レ
ギ ー 諸税や エ ネ ル ギ ー の 本体価 格 に つ い て も 考慮す る 必 要 が
あ る 。 国 内 での炭素価格 とco排出屎と の 関係 を 見る と 、 現状
で は 炭素価格 の 上 卜 と co排 出 屈の 相 関 関 係 は観察 さ れず 、 短
期 的 に見 ればco,排 出 鼠に 与 え る イ ンパ ク ト は少な い 。 こ れ は
現在のエ ネ ル ギ ー 需給の 構造や産業部 門 に おけ る 不可避 なco,
排 出 等 の 影嬰 に よ る も の と 考 え ら れ、 炭素 価格 の操作 に よ
る 単 純 な 全体の 排 出 鼠の 削 減 は 困難で あ り 、 部 門 毎の 特件
を 踏 ま え た 対策 が 必要で あ る こ と が示 唆 さ れ る 。

一方 、 排 出 鼠取引 に つ い て は 、 す で に EUで導入 さ れ た EU
ETSの 現状か ら 、 ま ず、 ク レ ジ ッ ト 価格が企業の動向や外部環
境 に 左右 さ れ て 安 定 し な い上 に 、 時間の経過 と と も に低下す

奈須野 太氏
経済産業省 産業技術環境局 環境政策課長

る 傾向 が あ る と い う 問題 が あ る 。 EU-EISで は対象企業に 対 し
て 排 出 枠 が ク レ ジ ッ ト と し て 与 え ら れ る が 、 ク レ ジ ッ ト 価格
が 下 が れば、 企業で資廂計上 し た ク レ ジ ッ ト は 含み担 と な り 、
債務超過に至る 恐れ が あ る 。

さ ら に カ ー ボ ン リ ー ケ ー ジ （域外排 出分 ） の 問題 が あ る 。 ク レ
ジ ッ ト に イ ン セ ン テ ィ ブ が感 じ ら れな け れば、 企業と し て は域
外 での生産活動 も 選択肢と な る 。 そ の結果、 世界全体で 見れば 、
か え っ てco 排 出 星 が増大す る こ と に も な り か ね な い 。 実際 、
EU で は年 間 6 - 8 億 lヽ ン のカ ー ボ ン リ ー ケ ー ジ が 発牛 して い る 。

た だ し 、 企業 に お い て 、 気候変動へ の 対応 が ビ ジ ネ ス 上 の
コ ス ト や機会 に な る と の 考 え 方 に 埜づ き 、 現在又 は将来 の 事
業活動 に 対す る 影響 を 定量 的 に 把握 し 、 意思決定 を 戦略 的 に
行 う た め 、 独 自 に 経営管理上の炭素価格 を 設定す る 動 き も 出
て き て お り 、 こ う し た 自 主 的 な炭素の価格付 け は 「 イ ン タ ー

ナ ル ・ カ ー ボ ン プ ラ イ シ ン グ 」 と 呼 ばれ て い る が 、 企業 が イ
ン タ ー ナ ル ・ カ ー ボ ン プ ラ イ シ ン グ と い う 形で 自 ら の 事業戦
略 に 品適 な 価格 を 織 り 込 ん で い く こ と は 、 リ ス ク 管理の手法
の ひ とつ と な り う る 。

こ の よ う に 炭素税や排 出 鼠収引 は、 ま だ ま だ改善の 必要が あ
り 、 慎重な 検討 が必要で あ る 。

＇ 海外ク レ ジ ッ ト の 取得 に固 執 せ ず “ 貢 歓＇ と い う 広い視野を

で は 、 長期 的 な 地球温暖化対策 は ど の よ う な方向性で進め
ら れ る べ き な の か 。 経済産業省 で は 、 そ の施策と し て議論 し て
い る I長期地球温暖化対策 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム」 の 中 で、 「国際
貢献で の カ ー ボ ン ニュ ー ト ラ ルヘJ 、 「 グ ロ ー バルバ リ ュ ー チ ェ
ー ン で カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ルヘJ 、 「 イ ノ ベ ー シ ョ ン で カ ー ボ ン
ニ ュ ー ト ラ ルヘ」 と い う “ゲ ー ム チ ェ ン ジ ” を 提唱 して い る 。

こ れ は い ずれ も 、 海外 ク レ ジ ッ ト も 含め た 国 内 で の 排 出 削
減 だ け に 固執せず、 各 国 の 技術協 力 や経済協 力 、 さ ら に 企業
が 送 り 出す製品 ・ 技術 、 そ し て イ ノ ベ ー シ ョ ン が 、 地球温暖
化 対策 に ど れ だ け 貫献 を 果 た し た か と い う 、 前 向 き な ‘ ‘ ゲ ー

ム ” を 始 め る べ き では な い か と い う も の だ。
す で に 、 こ う し た 考 え 方 か ら 多 く の 企業 が 、 製 品 ラ イ フ サ

イ ク ル に お け る 削減効果 な ど を 試算 し て い る 。 例 え ば、 今後 、
化学産 業 が 送 り 出 す低炭素 製 品 や サ ー ビ ス を 用 い る こ と で 、
2020年度 に は 1 . 2億 ト ン の co ,排出削減が 見込 ま れ る と い う 。
2 0 15 年度 の 化学産業のco,排 出 量 が0.7億 ト ン で あ る こ と を 考
え れば、 そ の 貢献度 は大き い 。

こ の よ う に 、 日 先 のco ,排 出 削減 だ け に と ら わ れず 、 産業界
が地球温暖化対 策 に ど の よ う な貢献が 果 た せ る の か を 考 え 、
議論 を 直ね る こ と が 、 取 り 組み を 前進 さ せ 、 ま た ビ ジ ネ ス の
発展 に も つ な が る の で はな い だ ろ う か 。
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＇ 多 角 的 な ア プ ロ ー チ で低炭素社会の実現を

DSMが気候変動問題への対応や低炭素社会の実現に対して

注力する背景には、 まず、 よ り 良き未来を 築くという企 業 と

しての社会的責任 がある。 また、 同 時にこの問題は最 高のビ

ジネスオポチ ュ ニ ティ でもある。 そこに 12 兆 ド ルとも 13.5 兆 ド

ルとも言われる大きなビジネス チャンス があるのなら、 ここ

に向かうのは企業として当然の流れ だ ろう。

低炭素社会実現に向けた具体的 なア プロ ー チとして、 まず

弊社 が目指す の が 自 社における カ ー ボンフットプリントの削

減である。 貝体的には再牛可能エネルギ ー の導入や社 内 カ ー

ボン プ ライシン グの実行を通して、 GHG排出を2025 年までに

2008年比で40-45 %削減という 目 標を設定している。 この他、

本 B のフォ ー ラムなどもその一 貫 だ が、 気候変動問題等の解

決にはビジネス コ ミ ュ ニティや学会、 あるいは政府、 N GO等

と積極的に交流を図 り、 パ ー ト ナ ーシッ プを 築くア プロ ー チ

が不可欠 と考えている。

そして、 企業 としてメ インのア プロ ー チ と言えるの が、 各

国の気候変動問題への対応、 すなわち低炭索経済への移行の

ために必要な製品やサ ービス、 イノベ ーションを様々な形で

提供するビジネスア プロー チである。

, B r ig h ter L iv in g  So l ut io n が果 たす多大な社会貢献

弊社では気候変動閻 題や持続可能性に貢献する製品やソリ

ュ ーションをBrigh ter Livi ng Solu tion と総称して市場に提供

している。 その コ ンセ プトや目 的の成果を確認するためにも、

これらの製品やソリュ ーション の社会 的影響なども 随時測定

しており、 いずれも 絲評価を得ている。 また、他の製品ポ ー

トフォ リオに比べても成長率が非常に麻い。 つまり、 持続可

能性貢献度の 高い製品やソリュ ーションは単 に社会貢献を果

たす だ けでなく、 経営的にも事業的にも優れているというこ
とである C

その事例を2つほど紹介したい 0 まず「 栄跨」に関するソ

リュ ーションとして、 家畜の
“

ゲッ プ
”

から排出されるメ タ

ンを大幅に低減する酵素、「Cl ean Cow」が挙 げられる。 GHG

には、 co,やフロン、 メ タ ンなど がある が、 実は、 量ではなく

温室効果 自 体に限って言えばco,よりもメ タ ンのほうが圧側 的

に晶い。 そして、 その排出 量の約25 %を 占 めるの が家畜のゲ

ッ プである。 DSMはこれにいち早く着目し、「Cl e an Cow J の

開発に成功しており、 業界 全体がこの酵素を用いた飼料に移

行すること ができれば、 GHGの排出 が全体の量の 2 - 3 % 削

減できると試算されている（図1)。

「索材 」 に 関しての事例としては、 100 %リサイクル可能な力
ー ペット「Ni aga 」 がある。 これまでカ ー ペットは、 その構造

上、 複数の索材 が必要 だった が、「Niag a 」 はボリエステル索

材単 ー で構成されている。 これは加工のバリエ ーションでポリ

エステル索材に様々な形態 ・ 機能を付与できるテクノロジ ー の

開発に 成功したから だ 。 全てポリエステル素材であれば、 同

鼠の カ ー ペットから 同 械の製品 がリサイクルできるということ

になる。 また、 単 一素材 ゆえに生産に必要 なエネルギ ー も95%

削減できる。 さらに 、 世界の ゴ ミ の量に 目 を向けると、 現在

カ ー ペットは紙おむつに次いで2位となっている。 これ がリ

サイクルできるのなら環境に対する貢献度も計り知れない。

Enabli ng a low carbon economy: C leanCow 

Societa l challenge 
Livestock are responsible for methane emission, a 
GHG that causes global warming 

DSM solution 

CleanCow is a feed additive solution under 
development for reducing the environmental 
impact of milk and beef production and with the 
potential to improve performance, like increased 
milk yie ld ,  increased body weight gain or better 
feed efficiency. 

Eco+ 

Impact on the environment: Reduces methane 
emissions by at least 25-30況 in vivo. 一

図1 「C l ean Co w」 の概 要

＇ 社内 カ ー ボ ン プ ラ イ シ ン グの相乗 効果

先述した通りDSMではco,換 算で 1 トン当たり50ユ ー ロの社

内 カ ー ボン プ ライシ ン グを実施 している が、 これは排出を削

減すると 同 時に 、 社内に おけるエネルギ ー に対す る意識を喚

起し、 気候変動に関 連したビジネスのリスクやチャンスをい

ち早く キャッチ する力を促すこ とにもつな がっている。 そし

て、 結 果的に持続可能性貢献度の 高 い製品の開発を加速化さ

せるという好循環を生むことになった。

このように 、 気候変動問題に取り組む 中で、 カ ー ボン プ ラ

イシン グにはビジネスに変化をもたらす可能性を秘めている。

また、 すでに 1 ,2 00以上の企業がこの社内 カ ー ボン プライシン

グを導入済 み 、 あるいは導入を予定しており、 企 業に よって

は、 単 なる排出削減の手段ではなくビジネス戦略の一つとし

て、 これを組み込 ん だ形で事業 展 閲 を図っている。 今後、 政

府に よる カ ー ボン プ ライシン グ導人の流れ が避けられないな

ら、 各企業は、 ぜひ 自 土 的な カ ー ボン プ ライシ ン グの導入を

進め、 その体制を幣えていただきたい。
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末吉 ま ず 、 現在、 各国が懸命 に 気候変動問題 に取 り 組 も う

と し て い る わ け ですが、 こ う いっ た グ ロ ー バル な流れ に 乗 り

遅れ な いよ う に す る た め に は 、 化学業界 と し て何 を すべきだ

と お考えですか。

渡辺 エネ ル ギ ー 効率 を 高 め 、 co,排出量 を極限 ま で抑え る

こ と は 当 然 で すが、 も う 一つ 、 こ れは地球環 境問題ですか ら 、

我 々 化 学業界 の 持 つ 技 術や ノ ウ ハ ウ を 持 続 可 能 な 社 会 を

創 造 す る た め に 、 いか に 地 球規 模 で役 Vて て い く かが重要

です。 例えば 、 ま だ環境対 応の技術が発展途上 に あ る 国や地

域 に 対 す る 技 術 協 力 、 さ ら に ー ガ 通 行 の 貢 献 で は な く 、

WinWinの関 係 を 築い て持続 可能 な 関 係 を 築 く こ と が求 め ら

れ る と 思 い ま す。 特 に ア ジ ア は 、 我が国 に と っ て大変重要 な

地域ですか ら 、 日 本化学T業協会では化学晶管理や 保安防災

に 関 す る 教育支 援 ノ ウ ハ ウ をま と め た 「Res po ns i ble C are 

Integrated Program ( RCIP ) 」 を ASEAN諸国で 展 開 し てい

る と こ ろ です 。

そ れか ら 日 本 の化学産業の強み と し て 、 私 は管埋部門 と 現

場の距離感 、 ワ ー カ ー と の 間の信頼関係 と いっ た も のが あ る

と 思っ て い ま す。 こ の 日 本流の マ ネ ジ メ ン ト の良 さ を 何 ら か

の形で見え る 化 を し て 、 そ れ を 真 に 持 続可能 な形のマ ネ ジ メ

ン ト ス タ イ ル の一つ と し て 世界に広 げて い く こ と は我々 業界

団体の重要 な 役割だ と 考えて い ま す 。

末吉 日 本のマ ネ ジ メ ン ト の良 さ を もっ と 世界 と 共有 し た い

と い う の は大 変重要 な ご指摘 だ と 思 う のですが、 そ の点 に つ

い てDimitri さ ん は ど のよ う に 受 け 止め て い ま すか。

Di mitri 確か に 日 本の半新性、 イ ノ ベ ー シ ョ ン 、 さ ら に は思

考の あ り 方 、 考え方 を 、 我々 の持っ て い る も の と 融合 さ せれ

ば大きな強み に な る と 思 い ま す C こ の フ ォ ー ラ ム の初回 を あ

えて 日 本で 開 催 し た の も 、 日 本 と い う 国 が持続可能性や気候

変動 に対す る 意識が腐 く 、 ま た 、 そ の ソ リ ュ ー シ ョ ン や革新

を 起 こ す能力 を 持っ て い る か ら に 他 な り ま せん。 ア ジ ア に お

い て こ う いっ た 革新 を も た ら す唯一 の立場 に あ る のが 日 本だ

と 思っ て い ま す c こ れは 、 私が 日 本企業と のパ ー ト ナー シ ッ

プ を 通 じ て実 惑 し てきた こ と です。



末吉 Andrew さ ん は シ ン ガ ポ ー ル を拠 点 に さ れ て い る わ け

ですが、 ア ジ アで 日 本 はパ ー ト ナー と し てど の よ う に映って

い ま すか。 ま た、 経済成長が 目 覚し い ア ジ ア の今後の 可能性

につ い て、 ジ ャ ーナ リ ス ト の視点か ら お話 く だ さ い 。

And rew 東南 ア ジ ア 各 国の リ ー ダ ー は意識的 に 日 本 の動 き

を 見 て い ま す。 政策面で、 それか ら 技術 面、 革新面にお い て

も 日 本 を 模範 と して い ま すし、 頼れ る パ ー ト ナー と 惑 じ て い

ま す。 こ れは何十年 に も 及ぶ積極 的 な 投資 と パ ー ト ナー シッ

プの結果でし ょ う 。

そ の ア ジ ア で す が、 イ ン ド の GD P は 7 %以 上、 中 国 は

6 %以上、 AS EAN各国で も 4.5 % と 、 昨今の経 済成長 を 考え

て も 重要 な 地 域と なっ て い く こ と は 問違い あ り ま せん。 ア ジ

ア に成長市場 が あ る 。 イ ン フ ラ の需 要が高 ま り 、 エ ネ ル ギ ー

の需咬 も 発生 す る 。 例えば、 ア ジ ア 開発銀 行 は こ の 数年で 8

兆 ド ル相 当 の イ ン フ ラ 投資がア ジ ア 地域には必要 だ と 発表し

て い ま す ，．， 当 然、 それに はC O2 排出が伴い ま すか ら 、 こ れ を

解決し な け れ ば な り ま せん。 しかし、 こ れは逆にチ ャ ン ス と

も言え る ので は な いでし ょ う か。

末吉 先 ほど地 球全 体 の 貢献 の重 硬性 につ い て お 話 が あ り

ま し た が、 それ も 国 内 の 厳格 な 温暖 化対策 が実 現し て こ そ

の話だ と 思 い ま す。 そ う いっ た 意 味で、 松田 さ んに 日 本国 杓、

あ る い は化学 業界全体の取 り 組み に つ い て お話い た だ け れば

と 思 い ま す。

松田 ま ず は2 0 30 年 ま での、 主に電カ セ ク タ ー に お け る 低

炭索化が各国 の 最 初の重硬 な タ ー ゲ ッ ト と な り ま すが、 多 く

の 国 は リ ニ ュ ー ア ブル エナジ ー、 ガス ヘの転換 等、 さ ま ざ ま

な オ プ シ ョ ン が あ る ため、 比較的 リ ー ズナブル な コ ス ト で達

成可能でし ょ う 。 しかし、 それ以降は電 カ セ ク タ ー の次に大

き な 排出壁 を 占め る 産業 にお け る 低 炭素化が課題 と な り ま す

ので、 状況 は変わ り ま す。 産業の低炭素 化 と は、 消費の低炭

素化 を グ ロ ー バルに行 う と い う こ と です。 特に 日 本の場 合は

産業 の エ ネ ル ギ ー 効 率が非常 に高 く 、 しか も 9 0 年代 半 ば 以

降、 設備投資がほ ぼ横ばいで、 積極的 に投資 す る 状況に あ り

ま せん。 こ のよ う な 困 帷 な状況の 中で ネ ッ ト ゼ ロ エ ミ ッシ ョ

ン を 目指す に は、 非常に多 く の 新技術が必要 と な り ま す。 こ

れは ビ ジ ネ ス チ ャ ン ス で も あ る わ け ですが、 その ための技術

や ビ ジ ネ ス モ デル、 政策の整備に は長期間 を 要し ま す 3 企業

は長い 時間軸で考えて い く 必嬰が あ る でし ょ う 。

末吉 ネ ッ ト ゼ ロ エ ミ ッシ ョ ン を 目 指し て 、 すでに製造過 程

にお け る co 、 を 出 さ な い と い う こ と を コ ミ ッ ト し始 めて い る

企業 も あ り ま すが、 こ れは化学業 界 の 皆様 に とっ て非常 に悩

ま し い 問阻で は な いか と 思 い ま す。 その ためには 今か らどの

よ う な準備が 必要だ と 忠 わ れ ま すか。

渡辺 例え ば、 日 本 には容器 包装 リ サイ ク ル 法が あ り ま す 。

こ のよ う な 社 会 シ ス テ ム と 日 本の技術によっ て、 廃プ ラ ス チ

ッ ク か ら 有用 な 水素が取 り 出 さ れて い る と い う 事例が あ る よ

う に、 あ る 種の技術 革新 と それに応 じ た 社 会的 シ ス テ ム が必

疲になって く る でし ょ う 。 その 時 に も う l つ 必嬰 な の が市民

の 行 動です 。 容 器 包 装 リ サ イ ク ル 法 が う ま く 回っ て い る

の は各世帯が き め 細か く 分別 して い る お か げ です 。 市民 一

人ひ と り の 行動 を、 ど う やっ て 促し て い く か と い う こ と も 重

要 だ と 考えて い ま ず そ う いっ た 部 分に恩い を 至 ら せ な い 限

り 、 単 に技術だ、 産業だ と言っ て も 限界が あ る のでは な いで

し ょ う か。

末吉 DSM は非常 に シ ス テ マ テ ィ ック に様々 な こ と を 考え、
一言で言えば、 Wel l organized appro ach をし て お ら れ る よ

う な気がし ま す。 そん な 御社の 立場か ら 、 今、 渡辺 さ んがお

っし ゃ っ た よ う な こ と に は、 どのよ う に取 り 組んでい く べ き

だ と お考えで すか。

Di mitri や は り パ ー ト ナー シ ップ に尽 き る と 思 い ま す 。 その

た め の 多次元 的、 かつ包括的 な ア プ ロ ー チ によっ て初 め て 達

成で き る ので は な いでし ょ う か 。

ま た、 い く つか考慮し な け ればな ら な い側面 も あ り ま す。

我々 がよ く 引 用 す る のが 「茄でガエ ル」 と い う 理論で す。 2

匹 の カ エ ル を、 一方 は熱湯に入れ、 も う 一方は冷 水に入れて

徐々 に温度を 上 げて い く のですが、 熱湯に入れた カ エ ル はす

ぐ に飛び跳ね て脱出す る の に、 冷水に人れた カ エ ル は死んで

し ま う と い う も のです。 徐々 に上昇す る 温度に慣れてし ま い、

危険 を 察知で き な いc 人 も 同 じで環 境に慣れてし ま う と 、 政



府や 規制 粁 局 が 何 か 言
っ て く れ な い と 動 き に
つ な が り ま せ ん 。 私 共

は そ う あ っ て は な ら な

い と い う 考 え で 行動 し

て い ま す。
気 候 変 動 に 関 し て

は 、 COP2 1で初 め て す

べて の 国 々 の合意 を 得

て 、 第 歩 を 踏み 出 し
ま し た 。 そ し て 第二歩、
三歩 と 進 ん で 、 こ れ を

次世代 に 引 き 継い でい く た め に は 、 茄で ガ エ ルの よ う な状態

で あ っ て は い け な い の です。
末吉 そ の た め に は 漸次的変化 で は な く イ ノ ベ ー シ ョ ン が必
要 と な り ま す が 、 ど の よ う に お 考 え で し ょ う 。

松田 ま ず、 ネ ッ ト ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン の実現 に 向 け て、 現在
で も そ の技術 が な い わ け で は な い の です。 た だ 、 コ ス ト 競争
力 が な い と い う だ け の話 な ん ですね 。 具体的 に言 え ば、 一番

単純な の はccsです c 今 、 こ れ を 一 気 に進め れば、 や っ た企
業 は コ ス ト 負 け し て し ま い ま す。 も う 一 つ 、 co, を 原料 と し
て使 う CCU 、 C arb on c apt ure an d u til i zati on と し ヽ う も の も
あ り ま す。 こ れ は究極の 炭素の サ ー キ ュ レ ー シ ョ ン です が 、
技術的 に はす で に い く つ か提案 も さ れて い ま す。 し か し 、 ま
だ コ ス ト 競争 力 が な い 。 原料の変動 コ ス ト も さ る こ と な が ら 、
設備投資が大 き く な っ て し ま う の で す。 だ か ら 、 こ れ を 解決
し な い と い け な い 。 そ れか ら 、 リ ニ ュ ー ア ブ ル リ ソ ー ス です
べて賄 う と い う 考 え 方 も あ り ま す。 実際、 私 ど も で も そ う い
っ た製品 を 出 し て い る の です が 、 単 に 「 リ ニ ュ ー ア ブ ル リ ソ
ー ス で作 り ま し た 」 と 顧客 に 言 っ て も 買 っ て い た だ け な い で
し ょ う 。 や は り 新 た な 機能、 付加価値 を つ け な け ればい け な
い 。 こ う い っ た考 え 方が非常 に大切 に な っ て く る と 思 い ま す。

末吉 お二方の話 を 統合す る と 、 長期的 な 目 標 を 逹成す る た
め に は 、 あ る 意味で経 済 モ デル 、 社会モ デルの あ り 方 自 体 を
変 え る よ う な 作業が必要 に な る と 思 い ま す が 、 エ コ ノ ミ ス ト
誌 と し て は ど の よ う に お考 え です か 。

And rew ま ず 、 問題 に対 し て は包括 的 に取 り 組む必 喪が あ
り ま すね 。 需給が あ り 、 そ こ に ビ ジ ネ ス 、 政府、 消費者、 そ

し て NGO な ど が し っ か り 連携 し て い く 。 も ち ろ ん 、 市場 メ
カ ニ ズ ム を使 っ て い く 必要が あ る で し ょ う 。 そ こ に は コ ス ト

と い う も の が 発生 し ま す か ら 、 co,に適切 な 価格 を つ け れば、

う ま く 活用 さ れて い く の で は な い で し ょ う か 。 技術的 な イ ノ
ベ ー シ ョ ン を 促す た め に は 「飴 と 鞭」 の よ う な こ と も 必要 か

も し れ ま せ ん 。 も ち ろ ん資金 も 必要です が 、 よ り 効果的、 か
つ効率的 な メ カ ニ ズ ム の下で投資 を す る 必要 が あ る と 思 い ま
す の で 、 慎重 に議論 を 重ね て い か な く て は い け ま せ ん 。
末 吉 あ り が と う ご ざ い ま す。 最後 に私か ら 少 し だ け 申 し 上

げた い と 思 い ま す。
ま ず、 化学業界 はや は り 大 き な 期待 と 共 に 大 き な チ ャ レ ン

ジ に直面 し て い る と い う こ と を 痛感 し て い ま す。 そ し て 、 エ
ネ ル ギ ー 多消費型 と い う 布命 と 同時 に そ れが生み出す製品 の

素睛 ら し さ 、 そ の狭間で皆 様 は大変悩 ん で お ら れ る Q そ こ で
私 か ら 申 し 上 げた い の は 、 そ の悩み は皆様だ け の も の で は な

く 、 社会全体、 経済全体 、 国全体の も の で あ る と い う こ と で
す。 だ か ら こ そ 、 化学業界だ け で は な く 、 ぜひ 、 多 く の ス テ
ー ク ホ ル ダ ー を 巻 き 込ん だ 問題解決 に取 り 組 ん で い た だ き た
い と 思 い ま す。

そ れか ら 、 や は り パ リ 協 定 は大変 な軍み を 持 っ て い る と い
う こ と です。 も ち ろ ん 、 表面上は人為 的 な排出 を 人為的 な 吸
収 に バ ラ ン ス さ せ る と い う 言艇です が、 そ こ に は 、 こ れか ら
世界 を ど う 変 え て い け ばい い の か と い う 深い イ ン プ リ ケ ー シ
ョ ン （含意） が込め ら れて い ま す。 私 は こ れ を ど う 理解す る
か が勝負 の分 か れ 目 だ と 思 い ま す。 こ う い っ た こ と を念頭 に
置 き な が ら 、 ぜひ 、 企業の皆様方 に は正 し い判断 を し て い た
だ き た い 。 方向性が大事 です。 私 は すで に そ れは決 ま っ て い
る と 思 っ て い ま す。

で は 、 DSM の ス ラ イ ド に も 出 て お り ま し た言薬 で締 め さ

せ て い た だ き ま す。
Let ' s  create a b  etter worl d tog eth er、 本 日 は ど う も あ り が

と う ご ざい ま し た。



CLOSING REMARKS 
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駐 ＂ オ ラ ン ダ王国 特命全権 大使

閉
会
挨
拶

本 日 はD SM 環境経営 フ ォ ー ラ ムにて 閉会の ご挨拶をさせていただくことを大変光栄

に感 じて おります。

私はこの10年間、 オランダ、 日 本 、 中国でD SM と幾度となく 、 その活動を見る機会

に恵ま れ、 l司社の社会、 環境に対する コミ ッ ト メ ントを大変模範的であると常々 惑 じ

ていました。

一つ例を申し上げま す。 駐 日 大使に就任する前、 私は中国でオランダ 大使を務めて

いました。 その際、 郊外にあるD SMの動物用飼料の生 産施 設を訪問したことがありま
す。 この施 設は中国当局 に法令遵守の優良事業所として 認められると共に、 大きな地

域貢献を果たしていま した。D SM は周辺地域の農場にも飼料を提供しており、 その発

注を円滑にするために、 各農場にタブレ ッ ト端末を支給していたのです。 これは、 事

業にとってプラスになるだけではなく 、 農場士らをデジタル時代へ と 導くことにもな

りま す。 私は索晴らしいアイ デアだと思 ＼ ヽました。

さて 、 本 フ ォ ー ラム の テ ー マ は地球温暖化、 そして気候変動でした。 私自 身もパリ

協定以降 、 その問題解決には非常に前向きな気持 ちを持っております。

ス ピ ーカ ーの皆様が述べられた通り 、 パリ協定は世界のほぼ全ての国が気候変動に

対する取り組みに コミ 、.'J ト する象徴であり、 同時に現 実的な目標も掲げられていま す。

これを達成するためには、 各国政府、 民 問 セ クター 、 そして学術界が密に連携する

ことが不可欠です。 国際的な 協調の下で議論し、 情報交換を重ねていけば 、 活動はよ

り 効率的なものとなり、 様々な創意工夫をすることもできるでし ょ う。 それが、 無駄

な研究開発を防ぎ 、 研究開発の質を向上させることにもつながり、 取り組みを加速化

させるはずです。

皆様 ご承知のように 日 本 と オランダの囲係は江戸時代から 400年以上続いており 、 今

日 では様々な両国の専門家が再生可能 エネルギ ーや農業の 効率化といった革新的なプ

ロジ ェク ト で協業しています 3 また、 オランダ 国内では 450社余りの 日 本企業が活動し
ていま す。 本当に長きにわ たるパー ト ナーであるわ けですが、 国際社会が地球温暖化

に立 ち向かおうとする今は、 その協力体制をさらに活性化する絶好の機会と言えるか

もしれません。

それだ けに、 本 日 の フ ォ ー ラ ム は非常に有意義なものであると思っていま す。 そし

て、 本 フ ォ ー ラム を通して 、 皆様 が 新たなアイデアと知見を得ると共に、 この場が将

来の協力体制の揺るぎない基盤となることを確信して おります。

第 1 回DsM環叫m ォ ー

迫りくる「バIJ協定」とヒジ才 ラム～化学菓界
、スチャ：

への影誓と競争ヵへの転換～
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